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上智大学経済学部教授　上妻 義直

1. CSRマネジメント体制の整備

　小野薬品グループのCSRマネジメント体制は、この1年間で急速に整備が進んだように思います。懸案だったPDCA管理

情報の開示が再開され、取り組み面ではチェックプロセスに著しい進化が見られるからです。PDCA管理情報については、CSR

報告書への転換に伴って中断されていた環境自主行動計画の目標・実績表が、CSR課題全般をカバーするように再構成され

て、今年度から課題別の開示となりました。これによって、各CSR課題のリスク評価や取り組み状況が一層明確に把握できる

ようになり、CSR報告書の機能は著しく改善されています。また、重要課題の識別や取り組み成果のチェックプロセスにも大幅

な改良が施されて、ISO26000、第三者保証、第三者意見による複合的でハイスペックな運用体制が実現しました。これに

よって、取り組み面の適切性を本格的に適用されたISO26000で点検し、それを第三者意見による評価・勧告で補完・補足する

仕組みが確立されています。さらに、そこへ第三者保証が組み込まれたことで、報告書の信頼性も飛躍的に向上しました。

2. 人事・労務施策の成果

　小野薬品グループの成長シナリオでは、化合物オリエントによる創薬というビジネスモデルの戦略的な展開に向けて、開発

パイプラインの拡充と海外展開の推進が重要な課題になっています。それはまた、戦略達成のインフラとなる人財育成と深く

関わるために、人事・労務施策に対するPDCA管理はとりわけきめ細かく行われている印象を受けます。たとえば、増加傾向にある

女性採用率や経年的に高い障がい者雇用率のように、この領域の良好な成果指標は、それをよく物語っています。また、連結

ベースで集計・開示されている性別従業員数も高く評価したい成果のひとつです。しかし、実態開示の透明性を確保する上で、

定量的な目標設定は今後の検討が望まれる事項になっています。定性的な目標だけでは自己評価の適切性を評価することが

困難であり、重要な業績評価指標については定量的な目標による実績管理が不可欠だからです。

3. その他の改善事項と課題

　環境面では、環境効率性の改善とエネルギー使用量・CO2排出量の報告バウンダリー拡張が

今年度の成果です。ただし、2020年度を達成期限とするエネルギー起源CO2排出量の削減目標や

2015年度を達成期限とする廃棄物最終処分量の削減目標は、実績面での改善にあまり進捗が

見られないので、今後さらに取り組み強化を進めていただきたいと思います。

取締役　専務執行役員　経営管理本部長　佐野 敬

　今年度のCSR報告書の発刊にあたっては、昨年度に引き続き、上智大学経済学部教授の上妻 義直先生に第三者意見をお願い

いたしました。貴重なご意見を賜り、心より御礼申し上げます。上妻先生には、今回、PDCA管理情報の開示情報が課題別に

示されたこと、また、重要課題の識別や取り組みのチェックプロセスの改良などにより、CSR報告書の機能や信頼性が著しく

改善したとの高いご評価をいただきました。これも、前年度の課題を踏まえて、この1年間、グループ全体のCSRマネジメント

体制の整備・強化に取り組んできた成果であると、大変嬉しく存じております。一方、今回ご指摘をいただいた、人事労務政策に

おける定量的な目標設定や、2020年度のCO2排出量目標と現状とのかい離への対応につきましては、今後の重要課題として

受け止め、改善に努めていきたいと考えています。

　当社は、企業理念『病気と苦痛に対する人間の闘いのために』をより一層社内外に浸透させると

ともに、社会的責任に関する国際規格ISO26000から落とし込んだ、「CSR方針」に従い、CSRマネ

ジメントのPDCAサイクルを確実に回していくことが、最も重要であると認識しています。

　今後も、持続可能な社会・環境の実現に貢献できるよう、社員一丸となってCSR活動の充実を

図ってまいりたいと存じます。
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